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第２章    設計等業務 

 

第１節 予備・基本設計                    

Ⅰ－２－１－１  適用の範囲  

１ 本節は、港湾の係留施設及び外郭施設並びに海岸保全施設の設計に関する一般的事項を取り扱うもの

とする。その他類似の施設の設計は、これを準用するものとする。 

 ２ 土木構造物の設計に必要な設計条件に関する一般的事項は、Ⅰ－２－１－３  設計条件において取り

扱うものとする。 

 ３ 施設の構造形式及び断面その他基本的形状を決定するための予備・基本設計に関する一般的事項は、

Ⅰ－２－１－４  構造形式の選定において取り扱うものとする。 

Ⅰ－２－１－２ 設計計画及び資料収集・整理 

１ 計画準備 

 受注者は、設計に先立ち業務の目的及び内容を把握し、現況の把握及び関連資料の収集を行わなけれ

ばならない。 

２ 使用する基準及び図書 

（１）受注者は、「港湾の施設の技術上の基準・同解説（平成30年5月）（公社）日本港湾協会」に準

拠し、設計業務を実施しなければならない。 

  （２）受注者は、特記仕様書に（１）以外で使用する基準及び図書の定めのある場合、これによらなけ

ればならない。 

（３）受注者は、（１）及び（２）以外の基準及び図書を設計に用いる場合、あらかじめ監督職員の承

諾を得なければならない。 

 ３ 設計手法 

（１）受注者は、特殊な構造又は特殊な設計方法を用いる場合、あらかじめ監督職員に設計手法の承諾

を得なければならない。 

（２）受注者は、特記仕様書に定めのある場合、特記仕様書の定める設計手法により設計しなければな

らない。 

（３）受注者は、技術基準対象施設の設計にあたっては、適切な維持への配慮の視点を取り入れた設計

を行わなければならない。 

４ 特許工法 

受注者は、特許工法又は特殊工法を用いて設計する場合、あらかじめ監督職員の承諾を得なければな

らない。 

５ リサイクル計画書の作成 

   受注者は、設計にあたって建設副産物の発生、抑制、再利用の促進等の視点を取り入れた設計を行わ

なければならない。また、建設副産物の検討成果として、監督職員の指示する様式によりリサイクル計
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画書を作成する。 

Ⅰ－２－１－３ 設計条件 

１ 自然条件 

  （１）受注者は、特記仕様書に定める土質条件、海象条件、気象条件、地震及びその他設計に必要な自

然条件に基づき設計しなければならない。 

  （２）受注者は、特記仕様書の定めにより設計に用いる自然条件を決定する場合、監督職員にその決定

結果の承諾を得なければならない。 

 ２ 材料条件 

  （１）受注者は、JIS又は同等以上の品質を有するもの若しくは一般市場に流通する材料及び製品を用

いて設計するものとする。 

     なお、主要な使用材料の規格は、特記仕様書の定めによるものとする。 

  （２）受注者は、（１）以外の材料及び製品を使用する場合、あらかじめ監督職員の承諾を得なければ

ならない。 

 ３ 施工条件 

  （１）受注者は、特記仕様書に定める施工条件を考慮して設計しなければならない。 

  （２）受注者は、必要に応じて安定計算や地盤改良の検討を行い、基礎の断面を決定しなければならな

い。 

Ⅰ－２－１－４ 構造形式の選定 

１ 受注者は、構造形式の異なる比較案を提案し、安定性、耐久性、経済性、施工性及びその他必要な要

件を検討のうえ、最適構造形式を選定しなければならない。 

   なお、構造形式の選定は、監督職員の承諾を得なければならない。 

２ 受注者は、特記仕様書に定めるケース数の工区別比較案を作成するものとする。 

３ 受注者は、設計計算で使用した公式、その計算過程及び引用文献を成果物に記載しなければならない。 

４ 受注者は、特殊な構造又は工法を採用した場合、施工上特に留意すべき点を成果物に記載しなければ

ならない。 

Ⅰ－２－１－５ 構造諸元の決定 

１ 概算数量 

（１）受注者は、計画平面図、標準断面図、縦断図及びその他作成した図面に基づきⅠ－２－１－４ 

構造形式の選定１．の経済性の比較に必要な概算数量を比較案ごとに工種別、材料別に算出しなけ

ればならない。 

（２）受注者は、あらかじめ監督職員に算出する概算数量の工種名、材料名、規格及び数位の承諾を得

るものとする。 

２ 概算工事費 

 受注者は、１ で算出した概算数量に基づき比較案ごとに概算工事費を算出するものとする。 

   なお、使用する単価はあらかじめ監督職員に承諾を得なければならない。 

３ 工事施工計画 

受注者は、特記仕様書に定めのある場合、工事施工計画書を作成するものとする。 
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Ⅰ－２－１－６ 図面作成 

受注者は、選定した構造形式について、標準断面図、平面図、その他必要な図面を作成しなければなら

ない。 

Ⅰ－２－１－７ 成  果 

１ 受注者は、基本設計の成果として、「表２－１ 予備・基本設計成果物項目」に示す内容の成果物を

作成し、監督職員に提出するものとする。 

 

表２－１ 予備・基本設計成果物項目 

成 果 物 内    容 

Ⅰ．報告書 

１）設計説明書 

２）設計計算書 

３）数量計算書 

４）概算工事費算出書 

５）付帯構造物設計書 

６）設計書 

 

７）施工計画書 

８）リサイクル計画書 

 

設計位置、目的、延長、比較検討結果の概要 

比較案選定理由、設計計算他 

各比較案の工種別、材料別、数量の算出 

各比較案の数量計算に基づく概算工事費の算出 

防舷材、係船柱等 

選定した構造形式に基づく標準断面図、計画平面図、縦断図他必要

な図面の作成 

 

Ⅱ．設計図面  

 

２ 受注者は、特記仕様書に定めのある場合、「表２－１ 予備・基本設計成果物項目」に示す以外にそ

の定める成果物を作成し、監督職員に提出しなければならない。 

３ 受注者は、特記仕様書に定めのある場合、関連機関との協議用資料を作成し、監督職員に提出しなけ

ればならない。 

Ⅰ－２－１－８ 協議・報告 

受注者は、特記仕様書の定めのある場合、監督職員と協議又は報告しなければならない。 

Ⅰ－２－１－９ 照  査 

１ 受注者は、特記仕様書に定めのある場合、照査技術者により照査を行わなければならない。 

２ 照査技術者が行う照査は、次に掲げる事項とする。 

（１）設計条件の適切性 

（２）設計方針及び設計内容の適切性 

（３）設計計算書と設計図との整合性 

（４）概算数量及び概算工事費算出内容の適切性 

（５）最適構造形式の適切性 

（６）施工性 
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第２節 細部設計 

Ⅰ－２－２－１ 適用の範囲 

本節は、第１節 予備・基本設計で決定された構造形式の施設又は特記仕様書に定める施設の部材諸元

を定め、詳細な部材構成材料及び数量を決定するための細部設計に関する一般的事項を取り扱うものとす

る 

Ⅰ－２－２－２ 設計計画 

  設計計画は、必要に応じ、Ⅰ－２－１－２  設計計画及び資料収集・整理を適用する。 

  ただし、５．リサイクル計画書の作成を除く 

Ⅰ－２－２－３ 設計波の算定 

１ 受注者は、図面及び特記仕様書に定めのある場合、設計波を算定しなければならない。 

２ 受注者は、設計波の算定で使用した公式、その計算過程及び引用文献を成果物に記載しなければなら

ない。 

Ⅰ－２－２－４ 配筋計算 

１ 受注者は、図面及び特記仕様書に定める対象施設及び対象範囲の細部設計を行わなければならない。 

２ 受注者は、基本設計の成果物及び土質資料及びその他の設計条件に基づき細部設計を行い、部材の設

計計算書、施設の詳細図面及び数量計算書を作成しなければならない。 

３ 受注者は、設計計算で使用した公式、その計算過程及び引用文献を成果物に記載しなければならない。 

４ 受注者は、特殊な構造又は特殊な工法を採用する場合、施工上特に留意すべき点を成果物に記載しな

ければならない。 

Ⅰ－２－２－５ 数量計算 

 １ 受注者は、詳細図面に基づき工種別、材料別に数量を算出し、数量計算書に算出根拠及び算出結果を

記載しなければならない。 

 ２ 受注者は、特記仕様書に定めのある場合、１．で算出した数量計算に基づき概算工事費を算出しなけ

ればならない。 

３ 受注者は、特記仕様書に定めのある場合、工事施工計画書を作成しなければならない。 

Ⅰ－２－２－６ 図面作成 

  受注者は一般図、配筋図等を作成しなければならない。 

Ⅰ－２－２－７ 付帯施設 

  受注者は、特記仕様書に定めのある場合、対象付帯施設の設計を行わなければならない。 

Ⅰ－２－２－８ 成 果 

 １ 受注者は、細部設計の成果として、「表２－２ 細部設計成果物項目」に示す内容の成果物を作成し、

監督職員に提出しなければならない。 

 ２ 受注者は、特記仕様書に定めのある場合、「表２－２ 細部設計成果物項目」に示す以外にそれに定

める成果物を作成し、監督職員に提出しなければならない。 
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表２－２ 細部設計成果物項目 

成果物             内    容  

Ⅰ．報告書 

 １）設計説明書 

 ２）細部設計計算書 

 ３）設計図面 

 ４）計算書 

  

設計位置、目的、延長、設計経過の概要、新技術の提案 

 

 

設計図書に基づく工種別、材料別の数量の算出 

Ⅱ．設計図面  

 

Ⅰ－２－２－９ 協議・報告 

 協議・報告は、Ⅰ－２－１－８  協議・報告を適用する。 

Ⅰ－２－２－１０ 照 査 

１ 受注者は、特記仕様書に定めのある場合、照査技術者により照査を行わなければならない。 

 ２ 照査技術者が行う照査は、次に掲げる事項とする。 

 （１）設計条件の適切性 

 （２）設計方針及び設計内容の適切性 

 （３）設計計算書と設計図との整合性 

 （４）数量計算内容の適切性 

 

第３節 実施設計 

Ⅰ－２－３－１ 適用の範囲 

 本節は、第１節予備・基本設計及び第２節細部設計で設計を行った施設又は特記仕様書に定める施設に

おける工事の実施に必要な図面作成及び数量計算を行うための実施設計に関する一般的事項を取り扱うも

のとする。 

Ⅰ－２－３－２ 設計計画 

 受注者は、設計に当り、事前に業務の目的、内容を把握し、業務の遂行に必要な計画を立案しなければ

ならない。 

 なお、必要に応じ、Ｉ－２－１－２ 設計計画及び資料収集・整理を適用する。 

Ⅰ－２－３－３ 図面作成 

１ 受注者は、図面及び特記仕様書に定める対象施設及び対象範囲の実施設計を行わなければならない。 

 ２ 受注者は、第１節予備・基本設計及び第２節細部設計で決定された構造形式の施設又は特記仕様書に

定める構造形式の施設に基づき実施設計を行い、工事の実施に必要な平面図、縦断図、横断図及び数量

計算書を作成しなければならない。 

   なお、作成及び算出を必要とする図面及び数量は、特記仕様書の定めによるものとする。 

 ３ 受注者は、施工上特に留意すべき点を成果物に記載しなければならない。 

 ４ 受注者は、特記仕様書に定めのある場合、仮設構造物の検討を行わなければならない。 
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Ⅰ－２－３－４ 数量計算 

 １ 受注者は、作成した図面に基づき工種別、材料別に数量を算出し、数量計算書に算出根拠及び算出結

果を記載しなければならない。 

 ２ 受注者は、特記仕様書に定めのある場合、１．で算出した数量に基づき工事費を算出しなければなら

ない。 

３ 受注者は、特記仕様書に定めのある場合、工事施工計画書を作成しなければならない。 

Ⅰ－２－３－５ 成 果 

 １ 受注者は、実施設計の成果として「表２－３ 実施設計成果物項目」に示す内容の成果物を作成し、

監督職員に提出しなければならない。 

                 

表２－３ 実施設計成果物項目 

成 果 物 内       容 

Ⅰ．報告書 

１）設計説明書 

 ２）設計図面 

 ３）数量計算書 

 

設計位置、目的、延長、構造形式 

工事の実施に必要な図面の作成 

設計図面に基づく工種別、材料別の数量の算出 

Ⅱ．設計図面  

 

２ 受注者は、特記仕様書に定めのある場合、「表２－３ 実施設計成果物項目」に示す以外にそれに定

める成果物を作成し、監督職員に提出しなければならない。 

Ⅰ－２－３－６ 協議・報告 

 協議・報告は、Ⅰ－２－１－８  協議・報告を適用する。 

Ⅰ－２－３－７ 照 査 

 １ 受注者は、特記仕様書に定めのある場合、照査技術者により照査を行わなければならない。 

 ２ 照査技術者が行う照査は、次に掲げる事項とする。 

（１）構造形式及び構造物と設計図との整合性 

  （２）数量算出内容の適切性 

 


